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デジタルサービス開発における効果的なマネジメントに関する研究

代表研究者 山 本 将 也 筑波大学大学院 経営学位プログラム 博士後期課程

共同研究者 立 本 博 文 筑波大学 ビジネスサイエンス系 教授

1 はじめに 

近年、デジタル産業はその技術的発展も相まって、急速な発展を遂げている。急速に変化するテクノロジ

ーと競争的な環境のため、デジタル産業は不確実性が極めて高い状況にある。このような状況においては、

企業は不確実性を減らしながら、競争力を維持する必要があることが指摘されている（Furr,2019)。 

近年のデジタル化の発展に伴い、製品開発の枠組みも大きく変容を遂げている。自動車を始めとする製造

業に代表されるような Stand-alone 型ではなく、持続的・継続的な取り組みとして捉えられるようになった

（Buganza&Verganti,2006）デジタルサービスは製品がマーケットへのリリース後も随時アップデートがされ、

不具合の改修・機能の追加などが容易に実施できる。これにより、デジタル企業は消費者の新たな好みとパ

フォーマンスへの期待に製品設計を継続的に適応させることができる(Chen et al,2021）様になった。

本研究は、急速に市場が拡大しているデジタル産業において、サービス開発に従事するプロダクトマネー

ジャーに対してのアンケート調査やモバイルアプリの利用データなどを用いて、デジタルサービスの製品開

発における効果的なマネジメント方法を探索することを目的に実施する。 

この効果的なマネジメント方法の探索にあたって、大きく 3 つのテーマからアプローチを行っている。１

つ目は、「何をつくるか？」という部分である。すなわち、開発のアウトプットであるデジタルサービスのデ

ザインのマネジメントである。２つ目は、「どのように作るか？」という部分である製品開発マネジメントで

ある。３つ目は、「だれがつくるか？」という部分である開発・企画人材のマネジメントである。以上をまと

めると図１となる。本研究は、この 3 つの視点から、デジタルサービスの効果的なマネジメントを探索する。 

図１：本研究の枠組み 

2 デザインマネジメント 

2-1デザイン要素がサービスパフォーマンスへ与える影響
（１）背景・先行研究

Web サービスやモバイルアプリに対する態度や行動促進要因は、主にユーザビリティや技術受容モデルと

その拡張モデルなどに立脚して多くの研究の蓄積がなされている。これらの研究によれば、機能性（Baek & 

Yoo,2018）、信頼性（Gefen et al., 2003）、パーソナライズ性(Montgomery & Smith, 2009)、サービスの外

観デザイン（Cyr et al.,2006）が、サービスの利用意向や購買意向、再購買意向、顧客エンゲージメントな

どに有効であることが示されている。 

この中でも特に外観デザインの持つ有効性に関しては、Web サービスだけでなくタンジブルな製品におい

ても多くの研究の蓄積が存在している。デザインの要素の中でもとりわけデザイン新奇性は、その重要性と
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有効性が示されている。（秋池・勝又, 2015） 

本研究では、従来その有用性が示されてきた機能性や信頼性、パーソナライズ性を「コアベネフィット」

と定義する。これに加えて、製品デザイン研究で重視されてきたデザイン新奇性を「デザインベネフィット」

と定義・導入し、各要素がサービスの利用行動に与える影響を検討する。具体的には、サービス訪問からア

クションに至る利用行動、およびその後の継続的な利用行動に着目し、各サービス要素がそれぞれにどのよ

うに機能しているのかを明らかにする。

（2）分析
本研究では、求人情報サービス Yを対象に、サービスパフォーマンスに影響を与える要因を検証するため、

2017年 5 月から 2021 年 8 月までの 52カ月間にわたるデータを用いて実証分析を行った。目的変数には、初

回応募の確率を示す CVRと、再応募の確率を示す RCVRを用いた。これらは新規ユーザーのみに限定し、応募

行動を実際の成果指標として捉えた。説明変数としては、機能性、信頼性、パーソナライズ性、デザイン新

奇性の 4要素を因子分析により抽出し、信頼性と妥当性を確認の上で使用した。加えて、コントロール変数

としては、開発工数（Web・アプリ別、メンテナンス含む）と季節要因（求人件数、月別ダミー）を投入し 

重回帰分析を行い、サービス利用行動に影響を与える要因を特定した。 

表 1：デザイン要素とサービスパフォーマンスとの関係

機能性の効果については、CVR を目的変数とした Model2〜4 では機能性の係数は正であるが、統計的に有

意な結果は確認されなかった。一方で、RCVRを目的変数とした Model8において、機能性の係数が 5%水準で

有意に正となっている。次に、信頼性の効果については、CVRおよび RCVRのいずれのモデルにおいても係数

は正であるが、統計的に有意な水準ではなかった。パーソナライズ性の効果については、CVR に対しては

Model2〜4で係数は正であるが、いずれも統計的に有意な結果は確認されなかった。一方で、RCVRの Model7

および Model8において 5%水準で有意に正のことから影響を与えている。 

デザイン新奇性の効果については、まず CVRに対する影響をみると、Model3においてデザイン新奇性の一

次項が 5%水準で負に有意であり、線形に減少の傾向が確認された。また、Model4で二乗項を導入した結果、

二乗項の係数は負であり、逆 U字の関係が示唆されたものの、統計的に有意な結果とはならなかった。RCVR

においては、Model7および Model8でデザイン新奇性の一次項が 5%水準で正に有意であり、RCVRに対して正

の線形の影響があることが確認された。一方で、二乗項の係数は正であり、仮説 4の「逆 U字」とは逆の方

向性（U 字）の傾向が示されているが、統計的に有意な結果とはならなかった。 

（3）ディスカッション
分析の結果、CVR に対してはデザイン新奇性が 5%水準で有意に負の影響を与えることが明らかとなった

（Model3,4）。一方で、従来の研究で有用性が示されていたコアベネフィット（機能性・信頼性・パーソナラ

イズ性）はいずれも、有意な影響を与えていないことが明らかとなった。これらの結果は、初期の利用行動

においては、新奇性を押し下げたデザインが利用行動を促進することを示している。
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一方、RCVRに対する分析（Model8）では、デザイン新奇性・機能性・パーソナライズ性も有意な正の影響

を与えることが確認された。継続利用行動においては、サービスの実利的価値が利用行動に影響を与えてい

ると解釈できる。 

これらの結果を踏まえると、サービスの各要因が利用行動に及ぼす影響は、ユーザーのサービス利用の段

階によって異なると考えられる。初期利用の段階ではデザイン新奇性の低い外観デザイン、継続利用段階で

はデザイン新奇性の高い外観に加えて、コアな利用価値である機能性やパーソナライズ性が重要になる可能

性を示している。このことから、サービス開発においては、ユーザーの利用段階や習熟度に応じて設計変更

を行うことの必要性があると考えられる。 

 

2-2 デザインマネジメント能力とデザイン内外製選択能力が企業業績に与える影響 
（１）背景・先行研究 
デザインマネジメントスキルに関する研究としては、Dickson et al. (1995)が 5 つのスキル（特別なスキ

ル、プロセス管理、関係者の巻き込み、組織変革、イノベーション対応）を抽出し、Chiva & Alegre (2009)

はこれらが企業業績に正の影響を与えることを示した。また、Gorb (1986)はデザインマネジメントの要素と

して「デザイン内外製の選択能力」の重要性を提起しており、Czarnitzki and Thorwarth (2012)はインハウ

スか外注かの選択と売上の関係を分析した。市場新規性の高い製品ではインハウスデザイナーの活用が有効

とされた一方、外部活用の効果は限定的だった。しかし、単なる選択結果ではなく、状況に応じて柔軟に内

外製を選択するスキルそのものが企業成果に影響する可能性があるにもかかわらず、こうした「選択スキル」

に注目した研究は乏しい。先行研究は選択の有無に焦点を当てるものが多く、選択の背景にある能力や判断

力を測定し成果との関係を実証的に検証したものは少ない。そこで本研究では、環境変化や資源制約に応じ

て最適なデザイン資源の配分を行う能力＝デザイン内外製選択スキルに着目し、それがサービスのパフォー

マンスに与える影響を明らかにすることを目的とする。 

（2）分析 
本研究では、デザイン内外製選択スキルがサービスのパフォーマンスに与える影響を検証するため、以下

の手順で分析を行った。分析に利用したデータは、2025年 3 月に東証上場企業のデジタルサービスのプロダ

クトマネージャーを対象にしたアンケート調査である。まず、目的変数（サービスのパフォーマンス）につ

いては、Chiva & Alegre（2009）における企業成果の測定手法を参照し、「成長率」と「利益率」の 2項目を

用いて構成された複合指標を作成した。これにより、財務的な視点と市場でのパフォーマンスの双方を反映

した業績評価を実現している。次に、主要な説明変数である「デザイン内外製選択スキル」については、企

業がデザイン活動を内製・外注のいずれかに適切に振り分ける能力を測定するため、該当する複数の設問を

用いて探索的因子分析（EFA）を実施し、構成概念の妥当性を確認した上で、合成指標として変数を作成した。

（表 2） 

表 2：探索的因子分析 
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さらに、本研究では、内外製選択スキルと環境要因との交互作用効果にも注目した。具体的には、市場競

争の強度、需要の不確実性、技術的不確実性との交互作用項を構成し、それぞれの調整効果（moderating 

effect）を検証した。いずれの環境要因も先行研究（Menguc et al., 2014）に基づき測定され、標準化変数

に変換した上で交互作用項を作成した。 

 

表 3：デザインマネジメント能力とデザイン内外製選択能力が企業業績に与える影響 

 
Model 4 では、主要な説明変数であるデザイン内外製選択スキルに加え、需要の不確実性、市場競争の強

度、技術的不確実性という 3 つの環境変数との交互作用項を導入し、これらの関係性がサービスパフォーマ

ンスに与える影響の状況依存性を検証した。 

まず、デザイン内外製選択スキルの主効果は、交互作用項を加えたモデルにおいても依然として統計的に

有意かつ正の効果を維持しており、このスキルがサービス成果の向上に寄与する基本的有効性が確認された。

次に、環境要因との交互作用の効果を検討すると、以下の知見が得られた。需要の不確実性との交互作用項

は 正の有意性を示した。これは、顧客ニーズが不安定または予測困難な状況において、企業がデザインの内

製・外製を適切に選択できるスキルを有している場合、サービスパフォーマンスをより高めやすいことを示

唆している。不確実な市場では柔軟性と判断能力が成果に直結する可能性が高い。一方で、市場競争の強度

との交互作用項は 負の有意性を示した。これは、競争が激しい状況下では、たとえ内外製選択スキルが高く

とも、それ単体ではサービス成果への貢献が相対的に限定的であることを示唆する。高度な競争環境では、

差別化やスピード感など、より包括的な戦略との組み合わせが重要になる可能性がある。最後に、技術的不

確実性との交互作用項は 統計的に有意ではなかった。 

（3）ディスカッション 
本研究では、サービスのパフォーマンスを目的変数とし、デザインマネジメントスキルと内外製選択能力

がそれに及ぼす影響、さらにそれらと環境不確実性との交互作用について検討した。その結果、いくつかの

重要な示唆が得られた。 

第一に、デザインマネジメントスキルおよび内外製選択能力は、いずれのモデルにおいてもサービスのパ

フォーマンスに対して統計的に有意かつ正の効果を持っていた。これは、サービス開発・提供において、単

に魅力的なデザインや使いやすさを生み出すだけでなく、それを内製・外注の選択を含めて適切に実装する

能力が、サービスの成果を高めるうえで重要であることを示している。 
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第二に、環境要因との交互作用を含めたモデル 4では、需要の不確実性との正の交互作用が示された。こ

れは、顧客ニーズが曖昧または流動的である状況において、内製・外注の意思決定能力がより強くパフォー

マンスに寄与することを意味している。すなわち、不確実な市場では、どの工程を内製化し、どの部分を外

部に委ねるかという柔軟な判断能力が、顧客への価値提供において大きな違いを生む可能性がある。 

第三に、市場競争の強さとの負の交互作用も確認された。この結果は、競争が激しい状況においては、た

とえ内外製選択能力が高くても、その効果が相対的に弱まることを示唆する。競争が激しい市場では、単に

柔軟な選択ができるだけでは不十分であり、スピード感や差別化された顧客体験など、他の競争優位の要素

との組み合わせが必要になる可能性がある。 

以上の結果は、組織が環境の変化に応じてデザインの内製・外製を柔軟に選択する能力の重要性を強調す

ると同時に、その効果が環境条件によって大きく異なることを示している。本研究は、デザインマネジメン

トにおける「選択の柔軟性」という視点が、戦略的に検討されるべき課題であることを示唆している。 

3 製品開発マネジメント 

3-1 Iterative Innovationとサービスのパフォーマンスの逆 U字の関係 
（１）背景・先行研究 
近年、デジタルサービスにおける競争が激化する中で、企業には市場やユーザーの変化に迅速かつ柔軟に

対応する力が求められている。特にモバイルアプリのようなデジタルプロダクトは、リリース後も継続的な

アップデートが可能であり、ユーザーの嗜好やニーズの変化に合わせた改善が行える（Chen et al., 2021）。

こうした環境では、試行錯誤を通じて適応していく経験学習型アプローチが重要であり（Furr, 2019）、その

中でも注目されているのが「Iterative Innovation」である（Jiang et al., 2022）。 

Iterative Innovation とは、短いサイクルで試作・検証・改善を繰り返し、製品やサービスの質を継続的

に高めるプロセスである。従来研究では、Iterative Innovation の実践が新製品パフォーマンスや顧客満足

に正の影響を及ぼすことが示されてきた（Chen et al., 2021）。しかしながら、その影響は一貫して正の線

形であると仮定されることが多く、非線形的な効果、特に更新のしすぎによる負の側面については十分に検

討されてこなかった。本研究では、Iterative Innovation がユーザー満足度に与える影響について、「頻繁

な Iterative Innovation」によるユーザーの学習コスト増加や混乱といった負の効果にも着目し、Iterative 

Innovation とユーザー評価との関係が逆 U字型になるという仮説を検証する。 

（2）分析 
表 4：Iterative Innovation とサービスのパフォーマンスの逆 U字の関係 
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本研究は、Google Playストアの日本国内における上位 200 のモバイルアプリを対象とし、2023年 6月か

ら 2024年 5 月までの 52週間にわたるパネルデータ（観測数 9,620）を用いて実証分析を行った。対象は欠

損のない 185アプリである。 

従属変数にはアプリの平均ユーザー評価、独立変数にはアップデートの累積回数を用いた。また、アプリ

カテゴリ、開発者、週次アクティブユーザー（WAU）をコントロール変数として加えている。分析手法として

は、パネルデータに対して Hausman検定を行い、固定効果モデルを採用して時系列分析を実施した。 

分析の結果、アップデート累積回数の二乗項が負で有意に働いており、ユーザー評価との間に逆 U字型の

関係が確認された。これは、Iterative Innovation が一定の範囲内ではユーザー満足を高めるが、過剰にな

ると満足度を下げることを示唆している。 

（3）ディスカッション 
本研究の結果は、Iterative Innovation がユーザー評価に対して単純に正の効果を持つわけではなく、非

線形的に作用することを明らかにした。すなわち、ある程度まではアップデートがユーザー満足を高めるが、

頻度が過剰になると使い勝手の変化や学習コストの増加により、かえって評価が下がるという逆 U字型の関

係が存在する。これは、更新を重ねれば重ねるほどよいという従来の暗黙的前提に対して再考を促すもので

あり、企業は Iterative Innovation の頻度や内容を戦略的に設計する必要があることを示している。特に、

ユーザー体験を大きく変える変更を繰り返すことは、離脱リスクや評価の低下につながる可能性がある。 

もっとも、本研究のモデルにおける説明力（Adjusted R² = 0.02）は高くなく、Iterative Innovation以

外にもユーザー評価に影響を与える要因が数多く存在することが示唆される。 

 

3-2 Iterative Innovationの両利きのマネジメント 
（１）背景・先行研究 
本研究では、分析の鍵概念として、探索と活用のフレームワーク（O'Reilly & Tushman's, 2004）を採用

する。Iterative Innovation のプロジェクトを 2つのモードに分類し、両利きのイノベーション・マネジメ

ントという概念を提案する。新たな価値創造を目指すプロジェクトは「探索モード」に分類され、既存の設

計を維持・改善するプロジェクトは「活用モード」に分類される。これら 2つのモード ― 探索と活用 ― を

複数のイノベーション・プロジェクトに効果的に適用することで、サービスのライフサイクル全体を通じて

全体的なパフォーマンスが向上する可能性があり、両利きのイノベーション・マネジメントの可能性を探る。 

具体的には、以下の 3 つの仮説を検証する。 

RQ1: 探索よりも活用を優先することで、Iterative Innovation の成功率が向上する。 

RQ2: 活用よりも探索を優先することは、Iterative Innovation のインパクトを高める。 

 

（2）分析 
本研究では、企業 A社のオンライン求人マッチングサービスの 2020 年 4 月から 2020 年 3 月までの 24ヶ月

間に実施された 278の Iterative Innovation Project（IIP）のデータセットを使用する。 

目的変数は、Iterative Innovationの成功/失敗と Iterative Innovationのインパクトの２つを利用する。

RQ1 については、目的変数である Iterative Innovation の成功が 0,1 をとる値であるため、ロジスティック

回帰分析を行う。RQ2 については、目的変数である Iterative Innovation の大きさが連続数であるため、重

回帰分析を行う。 

表 5にロジスティック回帰の結果を示すが、モデル 1からモデル 3まで一貫して、活用の係数は正であり、

5％水準で統計的に有意である。これは、RQ1 が統計的に支持されたことを示唆している。 

表 6は重回帰分析の結果をまとめたものである。モデル 5 からモデル 6まで、探索の係数は一貫して正であ

り、5％水準で統計的に有意である。これは RQ2 が統計的に支持されたことを示唆している。 
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表 5：仮説 1 の検証結果 

 
 

表 6：仮説 2 の検証結果 

 
（3）ディスカッション 
RQ1 の結果では、両利きのマネジメントにおいて活用を強化した場合、Iterative Innovation の成功可能

性が高まることが示された。このことは、過去の Iterative Innovation から得られた知見が、Iterative 

Innovation を通じてユーザーのエンゲージメントを高めるためにうまく活用されたことを示唆している。研

究の結果は、継続的な Iterative Innovation における両利きのプロダクト・イノベーション・マネジメント

は、動的なバランスによって特徴付けられることを示唆している。この指摘は、製品イノベーションの組織

構造やプロジェクトの目標に実践的な示唆を与える。常に 2つのモード（探索と開発）のための人員と予算

が必要である可能性がある。ただし、本研究の結果は、単一企業のサービスの事例の開発に関するデータか

ら得られたものであり、おそらく開発するサービスの種類や規模によって異なる結果が得られる可能性があ

る。そのため、今後、さらなる詳細な調査が必要である。 
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4 戦略的人材マネジメント 

4-1 重量級プロダクトマネージャーとイノベーションの逆 U字の関係 
（１）背景・先行研究 
デジタルサービスでは、サービスの企画・戦略から開発プロセスのマネジメントなどを一貫して担う人材

としてプロダクトマネージャーの重要性が高まっている。プロダクトマネージャーは、1980 年代に主に自動

車領域で研究が盛んに実施され、重量級プロダクトマネージャー(HWPM)の有効性が示されている。重量級プ

ロダクトマネージャーは、製品開発における戦略立案から実行まで、幅広い領域を担う、経験豊富で影響力

の大きいプロダクトマネージャーを指し、単に製品の機能や仕様を決めるだけでなく、市場調査、競合分析、

開発チームとの連携、マーケティング戦略など、製品の成功に関わる全てに責任を持ち、主導的な役割を果

たす。そこで本研究は、デジタルサービスにおける HWPMのもたらす影響を実証的に分析する。 

（2）分析 
表 7：分析結果 

 
本研究では、重量級プロダクトマネージャーがイノベーションに与える影響を検証するため、以下の手順

で分析を行った。分析に利用したデータは、2025年 3 月に実施した東証上場企業のデジタルサービスのプロ

ダクトマネージャーを対象にしたアンケート調査である。まず、目的変数については、Lin et al.(2012)の

ラディカルイノベーション、インクリメンタルイノベーションを参照し、指標を作成した。 
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次に、主要な説明変数である「重量級プロダクトマネージャー」については、Lin et al.(2015)の尺度を

用いて分析を行った。また、重量級プロダクトマネージャーと環境要因との交互作用効果にも注目した。具

体的には、市場競争の強度、需要の不確実性、技術的不確実性との交互作用項を構成し、それぞれの調整効

果（moderating effect）を検証した。いずれの環境要因も先行研究（Menguc et al., 2014）に基づき測定

され、標準化変数に変換した上で交互作用項を作成した。 

加えて、トランザクティブメモリシステム（TMS）との交互作用にも着目した。Lewis(2003)の尺度を用いて

分析を行った。 

分析の結果、ラディカルイノベーション（Model 1– 3）に対しては、HWPMの線形項が正で有意、また 2次

項が負で有意となっており、HWPMの効果は逆 U字型であることが示唆される。すなわち、HWPMの関与が中程

度まではラディカルイノベーションを促進するが、過剰な関与は逆効果となる可能性がある。さらに、TMS

との交互作用項は有意であり、TMS が HWPMの効果を増幅することが確認された。需要不確実性との交互作用

は負で有意であり、不確実性が高いほど HWPMの効果が減少する傾向が見られた。一方、インクリメンタルイ

ノベーション（Model 4– 6）に対しても HWPMの線形項が有意に正である、2次項は Model6 で負に有意とな

っており、こちらも逆 U字の関係が観察される。TMS との交互作用および競争環境との交互作用も有意で、

HWPMの効果を強化していることがわかる。一方、需要不確実性との交互作用は再び負に有意であり、HWPM

の効果が減少する傾向が見られた。 

（3）ディスカッション 
本研究の結果は、重量級プロダクトマネージャー（HWPM）が企業のイノベーション成果に対して重要な役

割を果たすことを示している。特に、HWPMはラディカル・インクリメンタルの両タイプのイノベーションに

おいて逆 U 字型の効果を持つことから、適度な関与レベルが最も望ましいといえる。また、チーム内の TMS

（相互理解と知識共有の体制）が HWPMと相互作用によりイノベーションを促進している可能性を示唆する。 

さらに、競争環境が激しい場合や技術的不確実性が高い場合にも、HWPMの存在がより価値を持つことが確

認された。一方で、需要の不確実性が高まると、HWPMの効果が減少することは、需要予測の困難さや顧客ニ

ーズの曖昧さが、HWPMの統合力を活かしづらくすることを意味している可能性がある。 

以上より、単に HWPMを配置するだけでなく、適切な組織的支援（TMS構築）と、環境要因への適応が求め

られることが示唆される。 

 

4-2 重量級プロダクトマネージャーと予算スラックの緩和効果 
（１）背景・先行研究 
近年、企業のイノベーションや柔軟な戦略遂行の源泉として、組織内に存在する余剰資源、すなわち「ス

ラック（Slack）」が再評価されている。特にデジタルサービス業界のように変化の激しい領域では、スラッ

クは環境変化への適応や探索的活動のための「戦略的余白」として機能しうるとされてきた。先行研究では、

スラックと業績は逆 U字の関係であることが示されている(Yan et al.,2009)。本研究では、このスラックが

もたらす効果を緩和させる要因として、重量級プロダクトマネージャー(HWPM)に着目する。HWPMは部門横断

的な調整能力と高い裁量を持ち、製品開発において戦略・開発・デザインを統合的にマネジメントする役割

を果たす存在である。本研究は、予算スラックと企業業績の非線形な関係性を確認するとともに、HWPMの存

在がこの関係性をどのように変容させるか、また環境要因との相互作用があるのかを定量的に分析を行う。 

（2）分析 
分析に利用したデータは、2025年 3 月に東証上場企業のデジタルサービスのプロダクトマネージャーを対

象にしたアンケート調査である。まず、目的変数（サービスのパフォーマンス）については、Chiva & Alegre

（2009）における企業成果の測定手法を参照し、「成長率」と「利益率」の 2項目を用いて構成された複合指

標を作成した。これにより、財務的な視点と市場でのパフォーマンスの双方を反映した業績評価を実現して

いる。次に、主要な説明変数である「予算スラック」は、van der Stede(2000)の尺度を用いた。また、「重

量級プロダクトマネージャー」については、Lin et al.(2015)の尺度を用いて分析を行った。また、市場競

争の強度、需要の不確実性、技術的不確実性の環境変数も先行研究（Menguc et al., 2014）に基づき測定さ

れ、利用した。 

 

 

表 8：分析結果 
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表 8が分析結果である。予算スラックの一次項は、全モデルにおいて統計的に有意かつ正であり、スラッ

クの水準が高まるにつれて企業業績も向上することが示された。加えて、スラックの二次項は負で有意であ

り、スラックと企業パフォーマンスの関係が逆 U字型を呈することが明らかとなった。これは、スラックが

適度な範囲においてはポジティブに機能する一方で、過剰なスラックはむしろ業績を抑制するという非線形

性の存在を示している。 

この逆 U字効果は、成長性（Model 2、Model 5）および収益性（Model 3、Model 6）の双方で観察され、

スラックが成長戦略の推進と効率的なリターン創出の両面に影響を及ぼしていることを示唆している。 

HWPMの主効果は、すべてのモデルで有意かつ正の係数を示しており、HWPMが部門横断的な統合調整を担い、

リソースの最適活用とスピーディな意思決定を可能にすることで、企業の成長戦略を牽引している可能性が

示唆される。 

予算スラックと HWPM との交互作用項は、Model2,4,6 で有意かつ正である。この結果は、予算スラックの

パフォーマンスへの効果が、HWPMの存在によって強化されることを示しており、逆 U字の効果を軽減する可

能性を示唆している。 

 

（3）ディスカッション 
本研究は、デジタルサービス企業のプロダクトマネージャーを対象にした実証分析を通じて、予算スラッ

クとサービスパフォーマンスの関係性において逆 U字型の非線形効果を確認した。これは、適度なスラック

が組織に柔軟性やイノベーション促進の余地を提供する一方、過剰スラックはリソースの浪費や組織の惰性

を招きパフォーマンスを低下させる可能性を示唆している。 

加えて、本研究が特に示したのは、重量級プロダクトマネージャー（HWPM）の存在がスラックの効果を有

意に増幅する点である。HWPMは複数部門にまたがる調整機能を果たし、迅速な意思決定やリソースの最適配

分を実現することで、スラックのポジティブな活用を可能にしている。予算スラックと HWPMの交互作用が有

意かつ正の効果を持つことは、単に資源を確保するだけでなく、その資源を「誰がどのように活用するか」

が企業のパフォーマンスを左右する可能性が示唆された。 
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5 まとめ 

本報告書では、デザインマネジメント、製品開発マネジメント、戦略的人材マネジメントの各視点から、

デジタルサービスの効果的なマネジメントに影響を与える要因を多角的に分析した。分析結果の主要な発見

的事項と示唆を総括する。 

第一に、サービスパフォーマンスに与える影響要因として、機能性や信頼性、パーソナライズ性といった

コアベネフィットに加え、デザイン新奇性というデザインベネフィットを導入し、利用行動の段階別にその

効果を検証した。初回応募確率（CVR）に対しては、デザイン新奇性の低さが利用促進に寄与する一方、継続

応募確率（RCVR）に対してはデザイン新奇性や機能性、パーソナライズ性が有意に正の影響を持つことが判

明し、ユーザーのサービス利用段階に応じたデザイン戦略の重要性が示された。 

第二に、デザインの内製・外注の適切な選択スキルが企業業績を向上させることを実証した。特に、需要

の不確実性が高い環境下でこの能力の効果が強まる一方、激しい市場競争下では効果が減衰することが明ら

かにとなった。このことから、環境条件に応じた柔軟なデザイン資源配分の必要性が示唆された。 

第三に、Iterative Innovation とサービスパフォーマンスの逆 U字関係を明らかにした。アップデート頻

度が適度な範囲内でユーザー評価を高めるが、過剰な更新はユーザーの混乱や学習コスト増加などにより満

足度を低下させることが確認された。これにより、継続的イノベーションの戦略的設計の重要性が示唆され

た。 

第四に、Iterative Innovation に探索と活用の枠組みを導入し、活用モードの強化が成功率を高める一方、

探索モードの優先がイノベーションのインパクトを増大させることを明らかにした。これにより、両モード

のバランスを取りながら資源配分を最適化するマネジメントの重要性が示された。 

第五に、重量級プロダクトマネージャー（HWPM）とイノベーション成果の逆 U字関係を明らかにした。HWPM

の関与は適度なレベルでラディカル・インクリメンタルイノベーションを促進するが、過剰な関与は逆効果

となることが判明した。さらに、トランザクティブメモリシステム（TMS）との相乗効果や環境要因との複雑

な交互作用も確認され、HWPMの効果的活用には組織的支援と環境適応が不可欠であることが示された。 

第六に、予算スラックの企業業績への逆 U字の影響をと HWPMが緩和することを明らかにした。これは、資

源の適切な管理と運用を担う HWPMの役割が、組織の成長と効率的リターン創出において重要であることを示

唆している。 

以上を踏まえると、デジタルサービスの効果的なマネジメントには、デザイン要素のユーザーの体験に応

じた戦略、デザイン内外製選択の柔軟性、Iterative Innovation の非線形的効果、両利きのイノベーション

マネジメント、そして重量級プロダクトマネージャーの効果的配置と資源管理という多層的かつ動的な視点

の統合が重要であることが明らかになった。 
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